
新市建設計画の変更（案）について

水沢市・江刺市・前沢町・胆沢町・衣川村新市建設計画

（以下、「新市建設計画」）は、「市町村の合併の特例に関

する法律」に基づき、合併する市町村が新市のまちづくり全

般に関して策定する計画であり、本市では、この計画に基づ

き実施する事業に対して合併特例債を活用してきた。

当初、10年間の計画期間（H17～H27）であったが、東日本

大震災後の法改正により、被災地自治体は合併特例債を活用

できる期間が10年延長されたことから、本市では平成27年度

において、計画期間を令和７年度まで延長した。

平成30年には、さらなる法改正により計画期間を５年延長

することが可能となったことから、今般、有利な起債である

合併特例債の有効活用のため、当該計画の計画期間を延長す

るための計画変更を行おうとするもの。

１ 計画変更の趣旨

主な変更内容は、次のとおり。

①計画期間の延長 変更前：平成17年度 ～ 令和７年度

変更後：平成17年度 ～ 令和12年度

②統計情報を最新のものに時点修正

③実施事業の追加（医療施設整備事業、庁舎整備事業、地域

振興基金造成事業）

④財政計画の修正

※ここでの「財政計画」とは、新市建設計画上の財政計画を指す。

※詳細は、別添変更（案）と新旧対照表のとおり。

3 合併特例債の活用が見込まれる事業※抜粋

２ 主な変更内容

※令和７年度総合計画実施計画の見直し時点による見込み

令和８年１月16日 全員協議会資料 政策企画部政策企画課

年度 事業名称
起債額
（千円）

Ｒ８

水沢中学校校舎等改築事業 179,600

道路整備事業（道路整備事業債） 170,300

道路整備事業（社総交） 192,600

消防施設設備整備事業（消防本部関係） 74,200

地区センター大規模改修等事業 73,100

Ｒ９

水沢中学校校舎等改築事業 529,200

（仮称）奥州西学校給食センター新築事業 78,600

道路整備事業（道路整備事業債） 234,900

道路整備事業（社総交） 199,500

消防施設設備整備事業（消防本部関係） 161,000

地区センター大規模改修等事業 47,600

Ｒ10

道路整備事業（道路整備事業債） 242,900

道路整備事業（社総交） 190,600

消防施設設備整備事業（消防本部関係） 207,200

４ 今後の予定

２月議会の議決を経て、総務省へ報告し変更完了となる。



新市建設計画の変更に伴う財政計画の「長期財政見通し」の見直しについて

 現行の「新市建設計画」は、平成17年度から令和７年度
までの20年間（平成27年12月に10年間延長するための計
画変更を実施）

 「東日本大震災に伴う合併市町村に係る地方債の特例に
関する法律」が改正され、合併特例債の活用期間がさら
に５年間延長することが可能となっており、本市におい
ても当該計画を令和12年度まで延長するための計画変更
を今般行うもの

 当該計画に令和８年度から令和12年度までの５年間分の
財政計画を追加で掲載することとなるため、現行の財政
計画【令和４年９月改訂版】の長期財政見通し（令和18
年度まで）の見直しを行うもの

全員協議会説明資料 令和８年１月16日 財務部財政課

 令和４年度から令和６年度までの決算額を反映

 令和７年度の決算見込額を立てて、後年度以降の各費目
の推計に反映

 合併特例債の建設事業発行可能額から令和６年度までの
発行額合計を差し引いた残額（147.2億円）を使って整備
する起債事業を選定

 現行計画で見込んでいる新市立病院の建設費（100億ベー
ス）を新医療センター整備基本計画の概算整備費（109.7
億円）に置き換え、年度ずれも解消

 たんこう浄水場整備計画に伴う出資金については、事業
費縮減後の165.5億円に基づく本市の負担割合の額（43.9
億円）で計上

 ふるさと応援寄附金は、決算額に基づき令和８～10年度
は23億、令和11年度以降は18億円で見込み、未来投資枠
分に振り向ける４億円を確保

 令和６年度まではふるさと納税が好調なこともあり、結
果的に財源不足は生じなかった。今後は令和８年度から
令和10年度にかけて10億円台で財源不足が続く見込みで
はあるが、不足額は徐々に縮小していき、令和17年度に
は収支均衡が図られる見込みである。

 財政調整基金残高は、現行の財政計画と比較して令和６
年度決算で約15億円の上振れとなっているが、令和７年
度以降に義務教育施設や新医療センター等の大規模な建
設事業が続くことや行政事務組合に対する出資金の増加
等により取崩しが続くが、見通しの最終年度の令和18年
度では、減債基金の残高と合わせて約30.1億円となり、
標準財政規模の10％の額をやや下回る状況ではあるもの
の、持続可能な財政運営を行うことができるレベルは維
持できるものと考えている。

 今回の見直しには含まれていないが、工業団地整備事業
をはじめとする投資的経費による経済効果にも今後期待
するものである。

１ 見直しの概要

２ 主な見直しの内容

３ 見直し結果による長期財政見通し
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 
表紙 

 

 
 

水沢市・江刺市・前沢町・胆沢町・衣川村 

新市建設計画 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１７年３月 

水沢市・江刺市・前沢町・胆沢町・衣川村合併協議会 

平成２７年１２月変更 奥州市 

令和８年 月変更 奥州市 

  

 

 

 

 

 
 

水沢市・江刺市・前沢町・胆沢町・衣川村 

新市建設計画 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１７年３月 

水沢市・江刺市・前沢町・胆沢町・衣川村合併協議会 

平成２７年１２月変更 奥州市 

 

 

 

 

資料１ 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

第１章 

序章 

 

１．計

画策定

の方針 

 

(3) 計画の期間 

  本計画は、合併年度及びこれに続く25カ年度（平成17年度から令和12年度まで）を計画の期

間とします。なお、財政計画は、合併年度及びこれに続く25カ年度（平成17年度から令和12年

度まで）を計画の期間とします。 

 

 

 

(3) 計画の期間 

 本計画は、合併年度及びこれに続く２０カ年度（平成１７年度から３７年度）を計画の期間

とします。なお、財政計画は、合併年度及びこれに続く２０カ年度（平成１７年度から３７年

度）を計画の期間とします。 

 

第２章 
新市の
概況と
見通し 
 
１．新
市の概
況 
 

 

(1) 位置及び面積 

本地域（水沢市、江刺市、前沢町、胆沢町、衣川村）は、岩手県の内陸南部に位置し、胆江

広域圏に属しています。また、北は北上市・湯田町・金ケ崎町・東和町、南は一関市・平泉町

・大東町・東山町、東は遠野市・住田町、西は秋田県に接しています。 

 本地域の面積は、993.35k㎡で、県全体の6.5％を占めています。各市町村別の面積は、水沢

市96.92k㎡、江刺市362.50k㎡、前沢町72.34 k㎡、胆沢町298.02 k㎡、衣川村163.57 k㎡となっ

ています。 

   なお、令和７年２月の岩手県市町村概要により、本地域の面積は、993.30 k㎡となっていま

す。 

 

(2) 地勢及び土地利用 

地域の中央を北上川が流れており、北上川西側には胆沢川によって開かれた胆沢扇状地が広

がり、水と緑に囲まれた散居のたたずまいが広がっています。西部地域の焼石連邦はブナの原

生林が多く残されています。また、北上川東側は、北上山地につながる田園地帯になっており

、地域全域が豊富な自然に恵まれています。 

このような地形的な特徴を背景とした本地域の土地利用の状況は、山林原野が44.1％とその

大半を占め、農用地は22.5％となっています。 

なお、令和７年２月の岩手県市町村概要では、山林原野が23.9％、農用地は21.5％となって

います。 

 

  表―地目別面積（略） 

表―地目別面積                        （単位：k㎡、％） 

区分 計 田 畑 宅地 山林原野 その他 

奥州市 

％ 

993.3 

100.0 

170.1 

17.1 

43.4 

4.4 

39.0 

3.9 

237.3 

23.9 

503.6 

50.7 

資料／岩手県市町村概要（令和６年１月１日） 

 

 

(1) 位置及び面積 

本地域（水沢市、江刺市、前沢町、胆沢町、衣川村）は、岩手県の内陸南部に位置し、胆江

広域圏に属しています。また、北は北上市・湯田町・金ケ崎町・東和町、南は一関市・平泉町

・大東町・東山町、東は遠野市・住田町、西は秋田県に接しています。 

   本地域の面積は、993.35k㎡で、県全体の6.5％を占めています。各市町村別の面積は、水沢

市96.92k㎡、江刺市362.50k㎡、前沢町72.34 k㎡、胆沢町298.02 k㎡、衣川村163.57 k㎡となっ

ています。 

   なお、平成26年1月の岩手県市町村概要により、本地域の面積は、993.30 k㎡となっています

。 

 

(2) 地勢及び土地利用 

地域の中央を北上川が流れており、北上川西側には胆沢川によって開かれた胆沢扇状地が広

がり、水と緑に囲まれた散居のたたずまいが広がっています。西部地域の焼石連邦はブナの原

生林が多く残されています。また、北上川東側は、北上山地につながる田園地帯になっており

、地域全域が豊富な自然に恵まれています。 

このような地形的な特徴を背景とした本地域の土地利用の状況は、山林原野が44.1％とその

大半を占め、農用地は22.5％となっています。 

なお、平成26年1月の岩手県市町村概要では、山林原野が23.5％、農用地は22.0％となってい

ます。 

 

表―地目別面積（略） 

表―地目別面積                        （単位：k㎡、％） 

区分 計 田 畑 宅地 山林原野 その他 

奥州市 

％ 

993.3 

100.0 

173.1 

17.4 

45.7 

4.6 

37.1 

3.7 

233.4 

23.5 

504.0 

50.8 

資料／岩手県市町村概要（平成26年１月１日） 

 

 （3）気候 

平成14年における本地域の年平均気温は10.4℃で、最も平均気温が低いのは１月の－0.7℃、

高いのは７月および８月の22.9℃となっています。 

年間降水量は、1,612mmで、梅雨期の７月の340mmが最も多くなっています。 

令和６年における本市の年平均気温は12.6℃で、最も平均気温が低いのは12月の0.7℃、高い

のは８月の26.2℃となっています。年間降水量は、1,348mmで、７月の332.5mmが最も多くなっ

ています。 

 

 図―気温及び降水量（略） 

（3）気候 

平成14年度における本地域の年平均気温は10.4℃で、最も平均気温が低いのは１月の－0.7℃

、高いのは７月および８月の22.9℃となっています。 

年間降水量は、1,612mmで、梅雨期の７月の340mmが最も多くなっています。 

 平成26年度における本市の年平均気温は10.6℃で、最も平均気温が低いのは12月の－0.7℃、

高いのは８月の23.2℃となっています。年間降水量は、1,390mmで、８月の196mmが最も多くな

っています。 

 

 図―気温及び降水量（略） 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

   図－気温及び降水量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料/盛岡地方気象台（奥州市胆沢若柳、令和６年） 

図－気温及び降水量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料/盛岡地方気象台（胆沢町若柳、平成26年） 

 （4）人口の推移と年齢構成 

平成12年の５市町村の人口は133,056人であり、人口推移は、昭和60年～平成７年が0.9％微

増していますが、平成７年～12年には0.1％の微減となっています。市町村別の推移をみると、

水沢市では昭和60年から平成12年にかけて人口が増加しているものの、他の市町村では近年は

緩やかな減少傾向を示しています。なお、岩手県全体の人口に占める割合は9.4％で、横ばいと

なっています。 

年齢構成をみると、平成12年で年少人口が14.9％、生産年齢人口が64.1％、老年人口が23.7

％となっており、県全体の比率と比較して、老年人口が高く、年少人口・生産年齢人口の割合

が低くなっています。 

また、出生数の傾向をみるときの指標となる合計特殊出生率の平成12年から平成14年の推移

をみると、全国的に低下しているなかにあって、５市町村それぞれが増加しています。 

令和２年国勢調査による奥州市の人口は112,937人であり、年齢構成をみると、年少人口が

11.1％、生産年齢人口が53.4％、老年人口が35.5％となっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）人口の推移と年齢構成 

平成12年の５市町村の人口は133,056人であり、人口推移は、昭和60年～平成７年が0.9％微

増していますが、平成７年～12年には0.1％の微減となっています。市町村別の推移をみると、

水沢市では昭和60年から平成12年にかけて人口が増加しているものの、他の市町村では近年は

緩やかな減少傾向を示しています。なお、岩手県全体の人口に占める割合は9.4％で、横ばいと

なっています。 

年齢構成をみると、平成12年で年少人口が14.9％、生産年齢人口が64.1％、老年人口が23.7

％となっており、県全体の比率と比較して、老年人口が高く、年少人口・生産年齢人口の割合

が低くなっています。 

また、出生数の傾向をみるときの指標となる合計特殊出生率の平成12年から平成14年の推移

をみると、全国的に低下しているなかにあって、５市町村それぞれが増加しています。 

平成22年国勢調査による奥州市の人口は124,746人であり、年齢構成をみると、年少人口が

12.8％、生産年齢人口が58.1％、老年人口が28.9％となっております。 

（単位：㎜） 

 

（単位：℃） 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 

 

 表―年齢３区分別人口の推移（略） 

 表―年齢３区分別人口構成比の推移（略） 

  

表―年齢３区分別人口の推移          （単位：人） 

区 分 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 

奥州市 130,171 124,746 119,422 112,937 

年少人口 17,998 15,966 14,400 12,526 

生産年齢人口 77,170 72,529 66,315 60,288 

老年人口 34,945 36,075 38,526 40,123 

岩手県 1,385,041 1,330,147 1,279,594 1,210,534 

年少人口 190,578 168,804 150,992 132,735 

生産年齢人口 850,253 795,780 734,886 670,784 

老
人口 339,957 360,498 386,573 407,015 

奥州市 9.4 9.4 9.3 9.3 

   資料／国勢調査  

 
表―年齢３区分別人口構成比の推移       （単位：％） 

区 分 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 

奥州市 100.0 100.0 100.0 100.0 

年少人口 13.8 1
2.8 11.4 11.1 

生産年齢人口 59.3 58.1 52.2 53.4 

老年人口 26.9 28.9 36.4 35.5 

岩手県 100.0 100.0 100.0 100.0 

年少人口 13.8 12.7 11.2 11.0 

生産年齢人口 61.6 60.1 54.7 55.4 

老年人口 24.6 27.2 34.1 33.6 

資料／国勢調査 

 
図―年齢３区分別人口の推移（略） 

合計特殊出生率の推移（略） 

 
 

 

 

 

 表―年齢３区分別人口の推移（略） 

 表―年齢３区分別人口構成比の推移（略） 

  

表―年齢３区分別人口の推移 （単位：人） 

区 分 平成17年 平成22年 

奥州市 130,171 124,746 

年少人口 17,998 15,966 

生産年齢人口 77,170 72,529 

老年人口 34,945 36,075 

岩手県 1,385,041 1,330,147 

年少人口 190,578 168,804 

生産年齢人口 850,253 795,780 

老
人口 339,957 360,498 

奥州市 9.4 9.4 

   資料／国勢調査  

 
表―年齢３区分別人口構成比の推移 （単位：％） 

区 分 平成17年 平成22年 

奥州市 100.0 100.0 

年少人口 13.8 1
2.8 

生産年齢人口 59.3 58.1 

老年人口 26.9 28.9 

岩手県 100.0 100.0 

年少人口 13.8 12.7 

生産年齢人口 61.6 60.1 

老年人口 24.6 27.2 

資料／国勢調査 

 
図―年齢３区分別人口の推移（略） 

合計特殊出生率の推移（略） 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 図―年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―年齢３区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）世帯数 

表―世帯数の推移（略） 

 

表―世帯数の推移                    （単位：人、世帯） 

区分 
一般世

帯数 

一般世

帯人員 

１世帯

当たり

人員 

65歳以上親族のいる一般世帯数  

 うち高齢単身者世帯数 うち高

齢者夫

婦のみ

の世帯

数 

65歳以

上親族

のいな

い一般

世帯数 
 男 女 

平成17年 41,369 127,590 3.
8 22,074 3,059 726 2,333 3,930 19,295 

平成22年 41,308 122,252 2.96 22,793 3,666 929 2,737 4,165 18,515 

平成27年 41,593 119,289 2.87 23,791 4,449 ― ― 4,658 17,802 

令和２年 42,241 109,789 2.67 24,331 5,412 ― ― 4,450 17,910 

資料／国勢調査 
 

図―世帯数と１世帯当たり人員の推移（５市町村）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）世帯数 

表―世帯数の推移（略） 

 

表―世帯数の推移                    （単位：人、世帯） 

区分 
一般世

帯数 

一般世

帯人員 

１世帯

当たり

人員 

65歳以上親族のいる一般世帯数  

 うち高齢単身者世帯数 うち高

齢者夫

婦のみ

の世帯

数 

65歳以

上親族

のいな

い一般

世帯数 
 男 女 

平成17年 41,369 127,590 3.
8 22,074 3,059 726 2,333 3,930 19,295 

平成22年 41,308 122,252 2.96 22,793 3,666 929 2,737 4,165 18,515 

資料／国勢調査 
 

 

 

図―世帯数と１世帯当たり人員の推移（５市町村）（略） 

 

 

合計特殊出生率の推移 

 平成22年 平成24年 

奥州市 1.66 1.68 

岩手県 1.52 1.52 

 

合計特殊出生率の推移 

 令和２年 令和４年 

奥州市 1.57 1.51 

岩手県 1.49 1.40 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 図―世帯数と１世帯当たり人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―世帯数と１世帯当たり人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （6）産業分類別就業人口 

５市町村の産業別就業構造を産業別の３分類でみると、第１次産業が18.9％、第２次産業が

31.5％、第３次産業が49.6％となっており、第１次産業の就業人口の減少が顕著です。 

市町村別で構成比（％）の比較をすると、第１次産業では胆沢町の30.9％、第２次産業では前

沢町の34.8％、第３次産業では水沢市の60.8％がそれぞれ最も大きくなっており、各市町村の特

徴が表れています。 

令和２年国勢調査による産業別就業構造を産業別の３分類でみると、第１次産業が13.0％、第

２次産業が29.6％、第３次産業が57.4％となっております。 

 

表―産業別就業人口の推移（略） 

表―産業別就業人口構成比の推移（略） 

 

表―産業別就業人口の推移             （単位：人） 

区 分 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 

奥州市  計 69,100 61,670 60,893 60,503 

第1次産業 12,839 9,780 8,816 7,853 

第2次産業 19,250 16,623 17,578 17,926 

第3次産業 36,741 33,706 34,499 34,724 

資料／国勢調査  

表―産業別就業人口構成比の推移          （単位：％）  

区 分 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 

奥州市  計 100.0 100.0 100.0 100.0 

第1次産業 18.6 15.9 14.5 13.0 

第2次産業 27.9 27.0 28.9 29.6 

第3次産業 53.2 54.7 56.6 57.4 

資料／国勢調査 

（6）産業分類別就業人口 

５市町村の産業別就業構造を産業別の３分類でみると、第１次産業が18.9％、第２次産業が

31.5％、第３次産業が49.6％となっており、第１次産業の就業人口の減少が顕著です。 

市町村別で構成比（％）の比較をすると、第１次産業では胆沢町の30.9％、第２次産業では前

沢町の34.8％、第３次産業では水沢市の60.8％がそれぞれ最も大きくなっており、各市町村の特

徴が表れています。 

平成22年国勢調査による産業別就業構造を産業別の３分類でみると、第１次産業が16.3％、第

２次産業が27.6％、第３次産業が56.1％となっております。 

 

表―産業別就業人口の推移（略） 

表―産業別就業人口構成比の推移（略） 

 

表―産業別就業人口の推移 （単位：人）      

区 分 平成17年 平成22年 

奥州市  計 69,100 61,670 

第1次産業 12,839 9,780 

第2次産業 19,250 16,623 

第3次産業 36,741 33,706 

資料／国勢調査  

表―産業別就業人口構成比の推移 （単位：％）      

区 分 平成17年 平成22年 

奥州市  計 100.0 100.0 

第1次産業 18.6 15.9 

第2次産業 27.9 27.0 

第3次産業 53.2 54.7 

資料／国勢調査 

   

 

（単位：世帯）                 （単位：人） 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 図―産業別就業人口（５市町村）（略） 

図―産業別就業人口推移（５市町村）（略） 

 

図―産業別就業人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／国勢調査（令和２年） 

 

図―産業別就業人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―産業別就業人口（５市町村）（略） 

図―産業別就業人口推移（５市町村）（略） 

 

図―産業別就業人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／国勢調査（平成22年） 

 

図―産業別就業人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （7）農業の状況 

当地域は、本県屈指の農業地帯として、食味ランキングで９年連続「特Ａ」にランクされてい

る銘柄米や、肉質日本一の肉用牛、生産量が県内一となっているピーマン・トマト、県内第２位

のりんご・きゅうり、県内の生産量の１／２を生産しているハトムギなどの産地が形成されてお

ります。 

５市町村の農業産出額は、平成14年で県の9.8％を占め、農産物別では米の比重が高く、全体の

約56％を占めています。また、県全体の米の生産量に対する割合は、18.9％となっています。 

専兼業別農家数の推移では、総農家数の減少傾向の中で専業・兼業共に減少がみられ、後継者

の確保が大きな課題となっています。 

なお、岩手県生産農業所得統計は、平成19年以降、市町村単位の推計が廃止されております。

また、世界農林業センサスにおける農家分類は、令和２年以降、専業兼業区分が廃止されており

ます。 

（7）農業の状況 

当地域は、本県屈指の農業地帯として、食味ランキングで９年連続「特Ａ」にランクされてい

る銘柄米や、肉質日本一の肉用牛、生産量が県内一となっているピーマン・トマト、県内第２位

のりんご・きゅうり、県内の生産量の１／２を生産しているハトムギなどの産地が形成されてお

ります。 

５市町村の農業産出額は、平成14年で県の9.8％を占め、農産物別では米の比重が高く、全体の

約56％を占めています。また、県全体の米の生産量に対する割合は、18.9％となっています。 

専兼業別農家数の推移では、総農家数の減少傾向の中で専業・兼業共に減少がみられ、後継者

の確保が大きな課題となっています。 

なお、岩手県生産農業所得統計は、平成19年以降、市町村単位の推計が廃止されております。 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 表―個別農産物産出額の順位と構成（略） 

表―個別農産物産出額の順位と構成（略） 

表―主要農産物合計産出額（推計値）と県内順位（略） 

  表―農業産出額と構成比（略） 

  図―農業産出額（５市町村）（略） 

図―農業産出額の推移（略） 

表―専兼業別農家数（略） 

   

表―専兼業別農家数                       （単位：戸） 

区分 総農家数 専業 第一種兼業 第二種兼業 自給的農家 

平成17年 12,810 1,575 1,607 7,723 1,905 

平成22年 11,582 1,861 1,377 6,210 2,134 

平成27年 10,189 1,851 807 5,133 2,398 

資料／世界農林業センサス 

   

図―農家数の推移（略） 

表―個別農産物産出額の順位と構成（略） 

表―個別農産物産出額の順位と構成（略） 

表―主要農産物合計産出額（推計値）と県内順位（略） 

  表―農業産出額と構成比（略） 

  図―農業産出額（５市町村）（略） 

図―農業産出額の推移（略） 

表―専兼業別農家数（略） 

 

表―専兼業別農家数                       （単位：戸） 

区分 総農家数 専業 第一種兼業 第二種兼業 自給的農家 

平成17年 12,810 1,575 1,607 7,723 1,905 

平成22年 11,582 1,861 1,377 6,210 2,134 

資料／世界農林業センサス 

 

 

図―農家数の推移 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 （8）工業の状況 

 

表―産業中分類別事業所数（略） 

表―産業中分類別事業所数 （単位：事業所） 

区分 奥州市 

食料品 38 

飲料・飼料 5 

繊維 23 

木材 6 

家具 1 

パルプ・紙 3 

印刷 12 

化学 1 

石油 2 

プラスチック 9 

ゴム 1 

皮革 1 

窯業 17 

鉄鋼 19 

非鉄 12 

金属 28 

はん用機械器 5 

生産用機械器 31 

業務用機械器 5 

電子 10 

電気 9 

情報 6 

輸送 5 

その他 14 

合 計 263 

資料／経済構造実態調査（令和５年） 

（8）工業の状況 

 

表―産業中分類別事業所数（略） 

表―産業中分類別事業所数 （単位：事業所） 

区分 奥州市 

食料品 38 

飲料・たばこ・飼料 3 

繊維 36 

木材 4 

家具 5 

パルプ・紙 4 

印刷 10 

化学 1 

石油 1 

プラスチック 8 

ゴム ― 

皮革 1 

窯業 19 

鉄鋼 21 

非鉄 9 

金属 29 

はん用機械器 7 

生産用機械器 33 

業務用機械器 7 

電気 7 

情報 9 

電子 14 

輸送 6 

その他 15 

合 計 287 

資料／工業統計（平成25年） 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 表―工業の状況（略） 

表―工業の状況         （単位：事業所、人、億円） 

区分 事業所数 従業者数 
製造品出

荷額等 
県内順位 

奥州市 

構成比 

263 

12.4 

9,770 

11.3 

3,397 

10.9 
３位 

岩手県 

構成比 

2,126 

100.0 

86,593 

100.0 

31,124 

100.0 
 

資料／経済構造実態調査（令和５年） 

 

図―製造品出荷額等（５市町村）（略） 

図―製造品出荷額の推移（略） 

 

図―製造品出荷額の推移 

 (億円) 

 
資料／工業統計、経済構造実態調査 

 

図―事業所数の推移（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表―工業の状況（略） 

表―工業の状況         （単位：事業所、人、億円） 

区分 事業所数 従業者数 
製造品出

荷額等 
県内順位 

奥州市 

構成比 

287 

13.4 

9,174 

11.2 

1,726 

7.6 
４位 

岩手県 

構成比 

2,148 

100.0 

82,077 

100.0 

22,672 

100.0 
 

資料／工業統計（平成25年） 

 

図―製造品出荷額等（５市町村）（略） 

図―製造品出荷額の推移（略） 

 

図―製造品出荷額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／工業統計 

 

図―事業所数の推移（略） 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 図―事業所数の推移 

   事業所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  資料／工業統計、経済構造実態調査 

 

  図―事業所数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／工業統計 

  資料／工業統計 

 

 （9）商業の状況 

 

  表―商業の状況（略） 

表―商業の状況                 （単位：店、人、億円） 

区分 
事業所数（令和３年） 従業者数（令和３年） 年間販売額（令和２年） 県内

順位 卸売業 小売業 計 卸売業 小売業 計 卸売業 小売業 計 

奥州市 

構成比 

246 

7.8 

914 

8.7 

1,160 

8.5 

1,658 

6.3 

6,395 

8.4 

8,053 

7.9 

833 

4.3 

1,261 

9.9 

2,094 

6.5 
５位 

岩手県 

構成比 

3,166 

100.0 

10,512 

100.0 

13,678 

100.0 

26,354 

100.0 

75,811 

100.0 

102,165 

100.0 

19,399 

100.0 

12,760 

100.0 

32,160 

100.0 
 

資料／経済センサス（令和３年） 

 

  図―年間販売額（卸売業）（５市町村）（略） 

  図―年間販売額（小売業）（５市町村）（略） 

  

 

 

（9）商業の状況 

 

  表―商業の状況（略） 

表―商業の状況                 （単位：店、人、億円） 

区分 
商店数 従業者数 年間販売額 県内

順位 卸売業 小売業 計 卸売業 小売業 計 卸売業 小売業 計 

奥州市 

構成比 

246 

9.4 

1,058 

10.3 

1,304 

10.1 

1,650 

7.3 

5,949 

9.1 

7,599 

8.6 

837 

4.7 

1,480 

10.2 

2,317 

7.2 
５位 

岩手県 

構成比 

2,625 

100.0 

10,311 

100.0 

12,936 

100.0 

22,561 

100.0 

65,429 

100.0 

87,990 

100.0 

17,760 

100.0 

14,558 

100.0 

32,318 

100.0 
 

資料／商業統計（平成26年） 

 

  図―年間販売額（卸売業）（５市町村）（略） 

  図―年間販売額（小売業）（５市町村）（略） 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 図―商店数（略） 

図―商店数 

 店 

 
資料／商業統計、経済センサス 

 

図―従業員数（略） 

図―従業員数 

人 

 
資料／商業統計、経済センサス 

 

図―年間販売額（略） 

図―年間販売額 

 億円 

 
資料／商業統計、経済センサス 

 

図―商店数（略） 

図―商店数 

 
資料／商業統計 

 

図―従業員数（略） 

図―従業員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／商業統計 

 

図―年間販売額（略） 

図―年間販売額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／商業統計 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 （10）市町村民所得 

 

表―市町村民所得の状況（５市町村）（略） 

表―市町村民所得の状況（奥州市） 

区分 

市町村内純生産（億円） 市町村民

所得の

分配 

(億円) 

人口1人当

たりの市町

村民所得の

分配(千円) 

人口 

10/1 

(人) 
計 第1次産業 第2次産業 第3次産業 

(控除) 

帰属利子 

平成13年度 3,118.4 128.3 992.5 2,143.1 -145.5 3,070.9 2,311 132,852 

平成14年度 2,932.9 118.9 833.9 2,124.8 -144.7 2,993.3 2,259 132,456 

平成15年度 2,863.3 121.1 748.6 2,129.3 -135.8 2,864.4 2,169 132,027 

平成16年度 2,960.7 112.2 866.3 2,114.3 -132.0 2,946.8 2,241 131,465 

平成17年度 3,020.4 117.3 864.7 2,180.4 -142.0 2,975.8 2,286 130,171 

平成18年度 2,936.8 108.0 891.7 2,078.8 -141.8 2,970.3 2,295 129,415 

平成19年度 2,966.6 108.0 896.3 2,099.7 -137.5 3,088.7 2,406 128,352 

平成20年度 2,754.4 84.7 805.6 1,987.4 -123.4 2,680.5 2,101 127,562 

平成21年度 2,628.4 62.7 730.4 1,835.3 ― 2,628.4 2,079 126,394 

平成22年度 2,731.8 95.6 758.7 1,877.4 ― 2,749.4 2,204 124,746 

平成23年度 2,926.8 100.5 958.9 1,867.3 ― 2,799.6 2,262 123,761 

平成24年度 2,735.8 105.8 729.4 1,900.5 ― 2,861.3 2,334 122,551 

平成25年度 3,757.1 113.6 980.8 2,662.7 ― 3,056.8 2,516 121,493 

平成26年度 3,695.9 88.8 924.9 2,682.2 ― 2,972.3 2,471 120,282 

平成27年度 3,847.5 104.6 1003.7 2,739.2 ― 2,890.6 2,420 119,422 

平成28年度 4,083.2 114.4 1225.6 2,743.2 ― 2,953.4 2,496 118,281 

平成29年度 4,119.3 120.1 1238.6 2,760.6 ― 3,031.2 2,590 117,014 

平成30年度 4,307.9 117.3 1430.8 2,759.8 ― 3,078.7 2,666 115,454 

平成31年度 4,283.6 117.1 1417.7 2,748.8 ― 3,014.7 2,638 114,246 

令和２年度 4,221.2 112.1 1442.4 2,666.7 ― 2,854.1 2,527 112,937 

令和３年度 4,056.8 98.1 1273.5 2,685.2 ― 2,870.5 2,574 111,508 

資料／岩手県の市町村民所得 

  平成21年以降、「帰属利子」の概念は廃止となった。 

  平成25年度から県主体での「岩手県市町村民経済計算」の推計が開始された。 

 

  図―市町村内純生産の推移（５市町村）（略） 

 

（10）市町村民所得 

 

表―市町村民所得の状況（５市町村）（略） 

表―市町村民所得の状況（奥州市） 

区分 

市町村内純生産（億円） 市町村民

所得の

分配 

(億円) 

人口1人当

たりの市町

村民所得の

分配(千円) 

人口 

10/1 

(人) 
計 第1次産業 第2次産業 第3次産業 

(控除) 

帰属利子 

平成13年度 3118.4 128.3 992.5 2143.1 -145.5 3,070.9 2,311 132,852 

平成14年度 2932.9 118.9 833.9 2124.8 -144.7 2,993.3 2,259 132,456 

平成15年度 2863.3 121.1 748.6 2129.3 -135.8 2,864.4 2,169 132,027 

平成16年度 2960.7 112.2 866.3 2114.3 -132.0 2,946.8 2,241 131,465 

平成17年度 3020.4 117.3 864.7 2180.4 -142.0 2,975.8 2,286 130,171 

平成18年度 2936.8 108.0 891.7 2078.8 -141.8 2,970.3 2,295 129,415 

平成19年度 2966.6 108.0 896.3 2099.7 -137.5 3,088.7 2,406 128,352 

平成20年度 2754.4 84.7 805.6 1987.4 -123.4 2,680.5 2,101 127,562 

平成21年度 2628.4 62.7 730.4 1835.3 ― 2,628.4 2,079 126,394 

平成22年度 2731.8 95.6 758.7 1877.4 ― 2,749.4 2,204 124,746 

平成23年度 2926.8 100.5 958.9 1867.3 ― 2,799.6 2,262 123,761 

平成24年度 2735.8 105.8 729.4 1900.5 ― 2,861.3 2,334 122,551 

資料／岩手県の市町村民所得 

平成21年以降、「帰属利子」の概念は廃止となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図―市町村内純生産の推移（５市町村）（略） 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 （11）交通体系 

東北新幹線（水沢江刺駅）、東北本線（水沢駅・陸中折居駅・前沢駅）、東北自動車道（水

沢ＩＣ・平泉前沢ＩＣ）、国道４号及び国道456号が地域を南北に縦断しています。 

国道４号水沢東バイパスについては、現在整備が進められているところであり、釜石自動車

道については、（仮称）江刺田瀬インターチェンジの設置が予定されています。 

東西方向では、国道397号が岩手県南内陸部・沿岸部と秋田県を結び、地域や県境を越えた産

業経済の交流を支える基幹路線となっています。また、国道343号をはじめ、主要地方道などの

幹線道路、市町村道などの地域道路網による交通ネットワークが形成されています。 

なお、江刺田瀬インターチェンジが平成24年11月25日から、奥州スマートインターチェンジ

が平成30年４月21日から新たに供用開始されております。 

（11）交通体系 

東北新幹線（水沢江刺駅）、東北本線（水沢駅・陸中折居駅・前沢駅）、東北自動車道（水

沢ＩＣ・平泉前沢ＩＣ）、国道４号及び国道456号が地域を南北に縦断しています。 

国道４号水沢東バイパスについては、現在整備が進められているところであり、釜石自動車

道については、（仮称）江刺田瀬インターチェンジの設置が予定されています。 

東西方向では、国道397号が岩手県南内陸部・沿岸部と秋田県を結び、地域や県境を越えた産

業経済の交流を支える基幹路線となっています。また、国道343号をはじめ、主要地方道などの

幹線道路、市町村道などの地域道路網による交通ネットワークが形成されています。 

なお、平成24年11月25日から江刺田瀬インターチェンジとして供用開始されております。 

 （12）公共施設等 

  1）小・中・高等学校及び教育機関 

小学校は、水沢市８校、江刺市12校、前沢町７校、胆沢町４校、衣川村４校、中学校は、水

沢市３校、江刺市４校、前沢町１校、胆沢町３校、衣川村１校が設置されています。また、高

校及び教育研究機関については、県立高校のほか産業技術短期大学校水沢校などが、水沢市を

中心に設置されています。 

なお、令和７年４月時点において、小学校は、水沢地域が７校、江刺地域が５校、前沢地域

が１校、胆沢地域が３校、衣川地域が２校となっております。中学校は、水沢地域が３校、江

刺地域が１校、前沢地域が１校、胆沢地域が１校、衣川地域が１校となっております。 

（12）公共施設等 

  1）小・中・高等学校及び教育機関 

小学校は、水沢市８校、江刺市12校、前沢町７校、胆沢町４校、衣川村４校、中学校は、水

沢市３校、江刺市４校、前沢町１校、胆沢町３校、衣川村１校が設置されています。また、高

校及び教育研究機関については、県立高校のほか産業技術短期大学校水沢校などが、水沢市を

中心に設置されています。 

なお、平成27年4月時点において、小学校は、前沢区が１校、衣川区が２校となっております

。 

 （13）新市の地位 

1）人口 

 

平成12年国勢調査（略） 

 

（13）新市の地位 

1）人口 

 

平成12年国勢調査（略） 

平成22年国勢調査 

順位 団体名 （人） 

１ 盛岡市 298,348 

２ 奥州市 124,746 

３ 一関市 118,578 

４ 花巻市 101,438 

５ 北上市 93,138 

６ 宮古市 59,430 

 岩手県 1,330,147 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年国勢調査 

順位 団体名 （人） 

１ 盛岡市 289,731 

２ 奥州市 112,937 

３ 一関市 111,932 

４ 花巻市 93,193 

５ 北上市 93,045 

６ 滝沢市 55,579 

 岩手県 1,210,534 

 

人 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

   2）世帯数 

 

  平成14年10月現在（略） 

 

  2）世帯数 

   

平成14年10月現在（略） 

平成22年国勢調査 

順位 団体名 （世帯） 

１ 盛岡市 125,096 

２ 奥州市 41,388 

３ 一関市 39,939 

４ 北上市 34,068 

５ 花巻市 33,774 

６ 宮古市 22,509 

 岩手県 483,934 
 

   3）面積 

 

平成14年10月現在（略） 

 
 

  3）面積 

 

平成14年10月現在（略） 

平成26年国土地理院 

順位 団体名 （k㎡） 

１ 宮古市 1,259.15 

２ 一関市 1,156.42 

３ 奥州市 993.30 

４ 花巻市 908.39 

５ 盛岡市 886.47 

６ 八幡平市 862.30 

 岩手県 15,275.01 

 

 

   4）農業算出額（全体）（略） 

  5）農業産出額（米）（略） 

  6）農業産出額（肉用牛）（略） 

  4）農業算出額（全体）（略） 

  5）農業産出額（米）（略） 

  6）農業産出額（肉用牛）（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年国勢調査 

順位 団体名 （世帯） 

１ 盛岡市 131,110 

２ 奥州市 42,371 

３ 一関市 42,232 

４ 北上市 38,915 

５ 花巻市 34,724 

６ 滝沢市 21,709 

 岩手県 492,436 

 

令和７年国土地理院 

順位 団体名 （k㎡） 

１ 宮古市 1,259.18 

２ 一関市 1,256.42 

３ 奥州市 993.30 

４ 花巻市 908.39 

５ 盛岡市 886.47 

６ 八幡平市 862.30 

 岩手県 15,275.05 

 

世帯 

k ㎡ 
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令和３年度岩手県市町村別総生産（林業） 

順位 団体名 （千万円） 

１ 久慈市 129 

２ 岩泉町 117 

３ 一関市 83 

４ 盛岡市 82 

５ 洋野町 74 

６ 宮古市 72 

1０ 奥州市 52 

 岩手県 1,360 

 

令和３年市町村民経済計算 

順位 団体名 （千万円） 

１ 盛岡市 87,785 

２ 奥州市 28,705 

３ 一関市 27,536 

４ 北上市 27,084 

５ 花巻市 23,237 

６ 宮古市 14,446 

 岩手県 320,567 

 

項目名 変   更   後 変   更   前 

 

  

平成24年度岩手県市長村民所得（農業） 

順位 団体名 (千万円) 

１ 奥州市 1,049 

２ 一関市 935 

３ 二戸市 706 

４ 花巻市 671 

５ 盛岡市 595 

６ 北上市 532 

 岩手県 8,977 

 

平成24年度岩手県市町村民所得（林業） 

順位 団体名 (千万円) 

１ 一関市 67 

２ 宮古市 43 

３ 盛岡市 31 

４ 岩泉町 29 

５ 八幡平市 27 

６ 住田町 24 

19 奥州市 8 

 岩手県 460 

 

 

   7）市町村民所得の分配 

 

  平成14年（略） 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  7）市町村民所得の分配 

 

平成14年（略） 

      平成24年岩手県統計年鑑 

順位 団体名 (千万円） 

１ 盛岡市 94,518 

２ 奥州市 28,613 

３ 一関市 28,491 

４ 北上市 25,582 

５ 花巻市 24,830 

６ 宮古市 13,147 

 岩手県 332,808 
 

令和３年度岩手県市町村別総生産（農業） 

順位 団体名 （千万円） 

１ 一関市 1,288 

２ 盛岡市 964 

３ 奥州市 928 

４ 一戸町 669 

５ 岩手町 655 

６ 花巻市 602 

 岩手県 10,558 

 

千万円 

千万円 

千万円 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 8）製造品出荷額 

 

平成14年（略） 

 
 

 

9）年間商品販売額 

 

  平成14年（略） 

 

8）製造品出荷額 

 

平成14年（略） 

          平成26年工業統計（速報） 

順位 団体名 (千万円) 

１ 金ケ崎町 51,226 

２ 北上市  37,767 

３ 奥州市 30,398 

４ 一関市 21,053 

５ 花巻市 17,755 

６ 釜石市 11,079 

 岩手県 226,558 

 

 

9）年間商品販売額 

 

平成14年（略） 

平成26年商業統計（速報） 

順位 団体名 (千万円） 

１ 盛岡市 120,843 

２ 矢巾町 29,250 

３ 北上市 25,934 

４ 一関市 25,587 

５ 奥州市 23,173 

６ 花巻市 18,568 

 岩手県 323,183 

 

 

２．主
要指標
の見通
し 

（1）人口 

平成27年における新市の人口は、125,436人になると推計されております。平成12年の国勢調査

人口133,056人と比較すると7,620人、約5.7％の減少が予想されています。 

令和12年における奥州市の人口は、97,748人になると推計されており、平成12年の国勢調査人

口133,056人と比較すると35,308人、約26.5％の減少が予想されています。 

（略） 

 

 

（1）人口 

 平成27年における新市の人口は、125,436人になると推計されております。平成12年の国勢調査

人口133,056人と比較すると7,620人、約5.7％の減少が予想されています。 

 

 

（略） 

 

 

 

令和３年経済センサス（令和２年市町村別年間商品販売額） 

順位 団体名 （千万円） 

１ 盛岡市 117,789 

２ 矢巾町 29,840 

３ 北上市 29,024 

４ 花巻市 23,281 

５ 奥州市 20,936 

６ 一関市 18,137 

 岩手県 322,600 

 

令和５年経済構造実態調査 

順位 団体名 （千万円） 

１ 金ケ崎町 66,910 

２ 北上市  64,247 

３ 奥州市 33,968 

４ 花巻市 24,424 

５ 一関市 21,586 

６ 釜石市 15,807 

 岩手県 311,239 

 

千万円 

 

千万円 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 表―将来人口推計（略） 

表―将来人口推計                                    （単位：人） 

区分 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年 令和12年 

奥州市 133,056 130,171 124,746 118,594 112,937 105,442 97,749 

  資料/国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口」（R6.4推計） 

      令和２年までの数値は、国勢調査 

 

図―将来人口推計（略） 

図―将来人口推計 
   人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図―将来人口推計（略） 

  図―将来人口推計 

  人 

 

 
 

表―将来人口推計（略） 

表―将来人口推計                  （単位：人） 

区分 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成37年 

奥州市 133,056 130,171 124,746 118,594 105,642 

  資料/国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口」（H25.3推計） 

      平成22年までの数値は、国勢調査 

 

図―将来人口推計（略） 

図―将来人口推計 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図―将来人口推計（略） 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 （2）年齢区分別人口 

平成27年の年齢３区分別の人口の推計をみると、平成12年の国勢調査人口と比較して老齢人口

が著しく増加し、人口で5,735人、構成比で6.0ポイント増加します。一方で年少人口及び生産年

齢人口は、それぞれ3,964人と9,363人、構成比で2.3ポイントと3.7ポイント減少するものと推計

されています。 

令和12年の年齢３区分別の人口の推計をみると、平成12年の国勢調査人口と比較して、生産年

齢人口及び年少人口が著しく減少し、それぞれ31,050人と11,166人、構成比で9.5ポイントと6.1

ポイント減少します。一方で老齢人口の増加は令和２年で頭打ちとなり人口で6,937人、構成比で

15.6ポイントの増加となります。 

ただし、企業誘致などにより雇用の場を確保し若年層を中心とした人口の流入を図ることによ

って、生産年齢人口の増加を期待することができます。 

 

表―年齢３区分別人口推計（略） 

表―年齢３区分別人口推計 

区分 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年 令和12年 

生産年齢

人口 

81,757 77,170 72,529 66,256 60,288 55,119 50,707 

 構成比 61.4 59.3 58.1 55.9 53.4 52.3 51.9 

老年人口 31,502 34,945 36,075 38,199 40,123 39,833 38,439 

 構成比 23.7 26.9 28.9 32.2 35.5 37.8 39.3 

年少人口 19,769 17,998 15,966 14,139 12,526 10,490 8,603 

 構成比 14.9 13.8 12.8 11.9 11.1 9.9 8.8 

資料/国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口」（R6.4推計） 

   令和２年までの数値は、国勢調査 

 

図―年齢３区分別人口推計(略) 

図―年齢３区分別人口推計 

 人 

 
 

 

（2）年齢区分別人口 

平成27年の年齢３区分別の人口の推計をみると、平成12年の国勢調査人口と比較して老齢人口

が著しく増加し、人口で5,735人、構成比で6.0ポイント増加します。一方で年少人口及び生産年

齢人口は、それぞれ3,964人と9,363人、構成比で2.3ポイントと3.7ポイント減少するものと推計

されています。 

ただし、企業誘致などにより雇用の場を確保し若年層を中心とした人口の流入を図ることによ

って、生産年齢人口の増加を期待することができます。 

 

 

 

 

 

表―年齢３区分別人口推計（略） 

表―年齢３区分別人口推計            （単位：人、％） 

区分 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成37年 

生産年齢人口 81,757 77,170 72,529 66,256 55,831 

 構成比 61.4 59.3 58.1 55.9 52.8 

老年人口 31,502 34,945 36,075 38,199 38,835 

 構成比 23.7 26.9 28.9 32.2 36.8 

年少人口 19,769 17,998 15,966 14,139 10,976 

 構成比 14.9 13.8 12.8 11.9 10.4 

資料/国立社会保障・人口問題研究所「地域別将来推計人口」（H25.3推計） 

    平成22年までの数値は、国勢調査 
 

 

図―年齢３区分別人口推計(略) 

図―年齢３区分別人口推計 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 図―年齢３区分別人口構成比推計（略） 

図―年齢３区分別人口構成比推計 

 ％ 

 

図―年齢３区分別人口構成比推計（略） 

図―年齢３区分別人口構成比推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （3）世帯数 

平成27年の５市町村の世帯数を人口の見通しから推計すると45,177世帯になると見込まれ、平

成12年に比較して4,526世帯増加しています。 

これは、一世帯当り人員が平成12年の3.21人から平成27年の2.78人に減少するためで、核家族

化がますます進むことが見込まれます。 

令和12年の世帯数を推計すると43,004世帯になると見込まれ、平成12年に比較して2,353世帯増

加しています。 

 

表―世帯数の推計（略） 

表―世帯数の推計                                                   （単位：世帯、人） 

区分 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年 令和７年 令和12年 

世帯数 40,651 41,369 41,308 41,726 42,371 42,624 43,004 

一世帯当

り人員 

3.21 3.08 2.96 2.86 2.67 2.47 2.27 

 注）令和２年までの数値は、国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）世帯数 

平成27年の５市町村の世帯数を人口の見通しから推計すると45,177世帯になると見込まれ、平

成12年に比較して4,526世帯増加しています。 

これは、一世帯当り人員が平成12年の3.21人から平成27年の2.78人に減少するためで、核家族

化がますます進むことが見込まれます。 

 

 

 

表―世帯数の推計（略） 

表―世帯数の推計               （単位：世帯、人） 

区分 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 平成37年 

世帯数 40,651 41,369 41,308 42,813 43,119 

一世帯当り人員 3.21 3.08 2.96 2.77 2.45 

 注）平成22年までの数値は、国勢調査 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 図―世帯数の推計（略） 

図―世帯数の推計 

 世帯 

 

 

図―世帯数の推計（略） 

図―世帯数の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 
新市の
施策 
１．主
要施策 

（２）発展のまちづくり  ～産業の力みなぎる創造都市～ 

表（略） 

 

削除 

 

（２）発展のまちづくり  ～産業の力みなぎる創造都市～ 

表（略） 

 

※実施事業のうち標準字体は、財政計画で普通建設事業として掲げた事業です。 

        〃    斜体は、上記以外の事業です。 

２．基
本施策 

（１）安心して暮らせるまちづくり  ～保健・医療・福祉の充実～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策 実施事業 

（1）安心し

て暮らせる

まちづくり 

・健康福祉市民センター施設整備事業 

・保育所整備事業 

・保育園施設整備費補助事業 

・保育所・子育て支援センター建設事業 

・電子カルテ整備事業 

・医療機器整備事業 

・子育て支援事業 

・母子・成人・高齢者保健事業 

・児童・高齢者・障害者福祉事業 

・その他福祉事業 

・地域医療連携推進事業 

・医療施設整備事業 

（１）安心して暮らせるまちづくり  ～保健・医療・福祉の充実～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策 実施事業 

（1）安心し

て暮らせる

まちづくり 

・健康福祉市民センター施設整備事業 

・保育所整備事業 

・保育園施設整備費補助事業 

・保育所・子育て支援センター建設事業 

・電子カルテ整備事業 

・医療機器整備事業 

・子育て支援事業 

・母子・成人・高齢者保健事業 

・児童・高齢者・障害者福祉事業 

・その他福祉事業 

・地域医療連携推進事業 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 （６）みんなで創る自立したまちづくり  ～住民参画・協働の地域社会創出～ 

 

基本施策 実施事業 

（6）みんな

で創る自立し

たまちづくり 

 

 

 

・市民活動支援センター整備事業 

・コミュニティ地区センター整備事業 

・電算システム統合整備事業 

・地域コミュニティ活動支援事業 

・男女共同参画社会形成推進事業 

・住民と行政のパートナーシップ推進事業 

・行財政改革の確実な実行 

・政策評価の実施 

・庁舎整備事業 

・地域振興基金造成事業 

 

 

（６）みんなで創る自立したまちづくり  ～住民参画・協働の地域社会創出～ 

 

基本施策 実施事業 

（6）みんな

で創る自立し

たまちづくり 

 

 

 

・市民活動支援センター整備事業 

・コミュニティ地区センター整備事業 

・電算システム統合整備事業 

・地域コミュニティ活動支援事業 

・男女共同参画社会形成推進事業 

・住民と行政のパートナーシップ推進事業 

・行財政改革の確実な実行 

・政策評価の実施 

 

 

第７章 
財政計
画 

第７章 財政計画 

Ⅰ 財政計画（平成17年度～平成32年度）（略） 

Ⅱ 財政計画（平成28年度～平成37年度）（略） 

Ⅲ 財政計画（令和８年度～令和12年度） 

１． 財政計画の基本的な考え方 

現行の国・県の制度を基本とし、歳入歳出の費目ごとに、過去の実績、経済情勢及び人口推計

を勘案し、これまでの財政計画に続く５ヵ年度（令和８年度から令和12年度まで）の財政の収支

について、普通会計ベースで作成しています。 

計画の作成に当たっては、今後も健全な財政運営を行うことを第一に、合併に伴う国・県によ

る財政支援措置等の影響を想定できる範囲で見込んでいます。 

項目ごとの主な内容は、次のとおりです 

２．歳入 

 （１）地方税 

   令和７年度決算見込み額を基に、将来の経済見通しや人口推計を踏まえ、現行の地方税制度

を基本に推計しています。 

 （２）地方譲与税・交付金 

令和７年度決算見込み額を基に、将来の経済見通しや人口推計を踏まえ、現行制度を基本に

推計しています。 

 （３）地方交付税 

普通交付税については、令和７年度の算定額を基に、合併特例債の償還に係る交付税措置を

見込むとともに、社会保障関係費や人件費の増、物価高への対応に伴う単位費用の増を加味し

て推計しています。 

特別交付税については、普通交付税の伸び率を基に、各種対象事業に係る財政措置等を見込

んで推計しています。  

 

 

 

第７章 財政計画 

Ⅰ 財政計画（平成17年度～平成32年度）（略） 

Ⅱ 財政計画（平成28年度～平成37年度）（略） 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 （４）分担金・負担金 

令和７年度決算見込み額を基に、人口推計を踏まえて推計しています。 

 （５）使用料・手数料 

令和７年度決算見込み額を基に、人口推計を踏まえて推計しています。 

 （６）国庫支出金及び県支出金 

一般行政経費分については、令和７年度決算見込み額を基に、人口推計を踏まえ推計してい

ます。 

また、普通建設事業の実施に伴う国県支出金を見込んでいます。 

 （７）繰入金 

事業の実施に伴う年度間の財源調整のため、財政調整基金等からの繰り入れを見込んでいま

す。 

 （８）地方債 

   新市建設計画に基づく事業の財源として、合併特例債や他の地方債を見込んで推計していま

す。 

（９）その他 

財産収入及び諸収入について、平成27年度決算見込み額を基に推計しています。 

 

３．歳出 

 （１）人件費 

議員、三役等特別職、その他の人件費は、現行報酬額で推計しています。 

職員は、第２次定員適正化計画を加味して推計しています。 

 （２）扶助費 

令和７年度決算見込み額を基に、人口推計（高齢者人口、児童人口等）を勘案し、推計して

います。 

 （３）公債費 

合併以前に借り入れを行った地方債償還金に、新市で借り入れを見込んでいる合併特例債等

の地方債償還金を加えて推計しています。 

 （４）物件費 

令和７年度決算見込み額を基に、ふるさと応援寄附金の返礼業務等の増要因を加味して推計

しています。 

 （５）維持補修費 

令和７年度決算見込み額を基に、除雪委託料等の増要因を加味して推計しています。 

 （６）補助費等 

令和７年度決算見込み額を基に、交付団体の整理統合及び人口推計を踏まえて推計していま

す。 

 （７）積立金 

新市の振興のための基金造成に係る積み立てを見込んでいます。 

 （８）投資出資・貸付金 

令和７年度決算見込み額を基に、今後の事業量及び人口推計を踏まえて推計しています。 
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項目名 変   更   後 変   更   前 

 （９）繰出金 

繰出金については、今後の事業量及び人口推計を踏まえて推計しています。 

 （10）普通建設事業費 

現時点で想定される事業を見込んでいます。 

 （11）その他 

災害復旧事業を見込んでいます。 

 

※次期総合計画の策定や人口ビジョンの改訂において、大幅な齟齬が生じた場合は、見直しを行い

ます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


